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国有財産の有効活用について 

 

 

慶応義塾大学経済学部 吉野直行 

 

 

①  アジアの会議での、次の危機は、日本の財政危機ではないか？ 

 

タイ前大蔵大臣、オーストラリア 

 

 

②  フランスのピナトン会長のコメント 

 

フランスの経験では、ある年に売却すれば、その年の財政には

貢献するが、その後の年には、全く、削減効果はない。国の資産

は、毎年、収入が入るように、運用することが望ましい。 

 また、オペレーションも、民間企業に運営してもらうなど、効

率的な運用が必要。 

 

 

③  地方の事業は、レベニュー債券を用いて、民間資金の導入、透

明化が必要。 

 新しい事業も、既存の事業も、レベニュー債券の発行は可能。 

 

 

④ 日本の経済成長がなければ、効率性も上昇しない。 

 

 

 


